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「北方かわらばん」は、地方独立行政法人　北海道立総合研究機構　建築研究
本部　北方建築総合研究所（旧・北海道立北方建築総合研究所が発行している
メールマガジンです。
ホームページ等で配信登録された方にお送りしています。
アドレスを登録した覚えのない方、登録内容の変更、配信停止は【管理者から
のお知らせ】をご覧ください。このメールアドレスは配信専用のため、返信で
きませんのでご了承ください。

※ＭＳゴシックなどの等幅フォントでご覧ください。

〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓
　　　今月号のトピックス
〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓

第１８号の内容はこちらです。

■イベントのお知らせ
　□「北海道寒冷地技術セミナー」を開催します

■特集　「省エネルギーと環境・住宅」

■研究紹介　「戦略研究の最近の動向」

■最近の動き　「省エネルギー　ＥＵ動向と日本・北海道」

■最近の研究所の動き
　□「第１４回住居領域学習研修会」を開催しました
　□「防災ワンデー」を開催しました
　□「道総研ランチタイムセミナー」に参加しました
　□「北総研意見交換会（網走）」を開催しました
　□１月の業務報告

■北総研からのお知らせ
　□構造計算適合性判定センターから
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　□「研究ニーズ調査」を実施します

〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓
　　　イベントのお知らせ
〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓

■【「北海道寒冷地技術セミナー」を開催します】

平成２３年２月２８日（月）１５時より、ホテルポールスター札幌において、
北海道経済部主催による「北海道寒冷地技術セミナー」を開催します。

本セミナーは、北海道経済部の委託を受け、北総研及び財団法人旭川生活文化
産業振興協会で構成する寒冷地ものづくりコンソーシアムが実施している「寒
冷地対応ものづくり製品・技術普及促進事業」の一環として開催するもので、
本道の優れた寒冷地対応製品・技術のさらなる販路拡大を目的としています。
セミナーでは、寒冷地対応製品等の研究開発事例、ロシア極東地域・中国東北
部等の海外寒冷地における事業展開等についてご紹介します。
皆様のご参加をお待ちしております。

日時：平成２３年２月２８日（月）１５：００～１６：６０
場所：ホテルポールスター札幌　２Ｆセレナード（札幌市中央区）
※入場無料。２月２１日までにお申込みください。

詳細及びお申込方法は、ホームページをご覧ください。
http://www.nrb.hro.or.jp/pdf/110228annai.pdf

〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓
　　　特集　「省エネルギーと環境・住宅」
〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓

◆省エネルギーの指標とは・・・

地球温暖化対策としてＣＯ２排出量の削減が求められています。
カーボンニュートラルとされている木や、太陽エネルギー、風力、原子力を活
用すれば、ＣＯ２排出量を減らすことができます。
が、これで十分でしょうか。

地球を暖めないためには、宇宙への放熱を妨げないこと、地表での発熱を減ら
すことの両方が必要なはずです。温室効果ガスの発生を減らすのは前者の対策
です。すべてのエネルギーは最終的には熱に変換されるので、エネルギー消費
量そのものを減らす対策を合わせて実施することが重要です。

ヒートポンプや自然エネルギー利用などの研究を担当しており、省エネルギー
性能について話をすることが多いのですが、「ＣＯ２排出量」はかなり浸透し
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ているものの、「一次エネルギー消費量」は一般にはほとんど知られていない
ように感じられます。
国の省エネルギー基準は一次エネルギーで評価されており、天然資源の発熱量
である「一次エネルギー消費量」の指標をもっとアピールする必要があると思
います。

（建築環境Ｇ　月館）

◆換気と省エネルギー

換気の導入外気の暖冷房エネルギー削減方法としては、熱交換換気の導入が一
般的ですが、高効率な暖冷房機器の導入によっても暖冷房エネルギーを削減す
ることができます。一方、換気のファン動力については、熱交換換気は第３種
の約２倍になります。この換気にかかる暖冷房と動力のエネルギーを合計して
も、北海道の現在において、熱交換換気の導入はエネルギー削減に有効です。
しかし、高効率なエアコンが主な暖冷房機器である温暖地では、換気にかかる
エネルギーの合計は第３種と差がほとんどなくなり、熱交換換気を導入するこ
とのエネルギー的メリットは、相当少なくなるのが現状です。

省エネな換気設備の導入効果を得るためには、例えば、外気導入負荷が小さい
時期には熱交換換気装置の給気側ファンを停止して動力を抑えるなど合計の削
減効果が高いシステムを再考すること、それと同時に簡単な入力でその導入効
果を予測できるツールの開発が必要であると考えます。
そして、機械換気の場合、フィルター等が目詰まりすると換気量に対する消費
電力が増えて非効率な状態になります。効率よく運転するためには、汚れてき
たことがわかり、さらに簡単に清掃できる換気装置や換気部材が望まれ、その
研究開発も同時に進める必要があります。一方、温度差による浮力を利用した
パッシブ換気は冬季の換気動力削減に有効です。風や温度によって換気量が変
動しますので、開口面積を制御できる換気口などを使って過剰換気を抑える工
夫は必要ですが、自然エネルギーを使う良さがあります。

今後、省エネでかつ長期的に換気を得るために、機械と併用しながらも太陽や
風なども使ってもっと自然の力で換気できる時間が長いシステムを検討したい
と考えています。

（居住科学Ｇ　村田）

◆光環境と省エネルギー

最近、ドナウ大学の快活な女性、ハマー教授のもとを訪れる機会がありました
。教授によれば、オーストリアの建築基準法における住宅の窓面積規定は
１／１０、光環境を考えると、日本の１／７規定のように大きくできれば素晴
らしいのに、とのこと。明るさをもたらし、空間に魅力を与え、自然の移ろい
を感じさせ、時には健康にも影響を及ぼす、そんな自然光を大切に思うのは、
国は違っても共通のようです。
しかし、日本では宅地狭小化などの影響で、住宅内の明るさは徐々に低下して
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います。また都市犯罪の増加などにより、防犯やプライバシーが重視され、採
光が低下し、昼間の照明用エネルギーは少しずつ増加しています。そこには窓
面積規定だけでは解決しない光環境の現実が見えます。
だからと言って、ただ防犯性に優れた窓面積を拡大するだけでは、暖冷房エネ
ルギーや快適性の面から問題が生じます。ヨーロッパでは次なる省エネルギー
戦略として、熱貫流率０．８Ｗ／Ｋ・ｍ２以下の高断熱窓が多数製品化され、
この数年で大幅な技術革新が進んでいます。一方、北海道の窓は未だ
１．９Ｗ／Ｋ・ｍ２前後。いつの間にか、北海道・日本とヨーロッパには大き
な隔たりがあるのが現実です。
如何にして、まずこの隔たりを埋めるか、そして、住宅に光を、そういった窓
の研究開発を今、北総研では進めています。

（建築環境Ｇ　北谷）

〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓
　　　研究紹介　「戦略研究の最近の動向」
〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓

戦略研究は、道総研の複数の研究分野及び大学や企業との連携のもと、道の重
要な施策等に関わる分野横断型の研究を、理事長の指揮のもと戦略的に推進す
るもので、現在道総研全体で３本の戦略研究が進行しています。

戦略研究『「新たな住まい」と森林資源循環による持続可能な地域の形成』は
、昨年８月から研究がスタートし、北総研と林産試験場、林業試験場、工業試
験場が連携して研究に取り組んでいます。
この研究では、「森」と「住」を通じた道内森林資源の循環システムを構築す
るとともに、新たなニーズに応じた魅力ある住まいを創出することで、持続的
かつ活力のある地域を形成することを目指しています。
研究体制は北総研が主管となり、参加メンバーは４機関６０余名に及び、今年
度は合同の勉強会を重ねて基礎知識の共有や、研究の方向性の明確化を図って
いるところです。
北総研では、新たな住まいのあり方の提案や、その実現に必要な技術開発、設
計手法の構築に取り組むこととしており、今年度は基礎調査として、居住ニー
ズ調査や住宅生産・住宅工法調査に着手しています。住宅生産・住宅工法調査
は、平成２１年度に住宅を新築した道内の建設事業者（２，０２７社）を対象
としており、郵送で調査票を送付させていただいておりますので、皆様のご協
力をよろしくお願いいたします。

ところで、北総研が主体で行う検討項目「新たなすまい」の中では、北海道の
住宅の低炭素化に向けて、中長期的エネルギービジョンや新たな目標性能を提
案するとともに、地域の資源、人を最大限に活用したさまざまな技術開発、居
住環境性能に関して北海道独自の「性能の見える化」検討を行っていく予定で
す。次年度からは、これらの研究テーマを、いよいよ本格的に展開していくこ
とにしておりますので、今後ともよろしくお願いします。
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（建築環境Ｇ　立松）

〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓
　　　最近の動き　「省エネルギー　ＥＵ動向と日本・北海道」
〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓

ＥＵの省エネ政策のベースにあるのは資源・エネルギーに関する安全保障。つ
まりロシアなどの域外から供給される政治・経済的リスクの大きいエネルギー
、環境的リスクの大きい原発などの依存率を減らすための省エネルギーと再生
可能エネルギーへの移行、と同時に世界をリードする最先端の省エネ技術・環
境産業の創出を図ろうとするものです。エコロジーとエコノミーを両輪に、Ｅ
Ｕとしての統一目標を掲げ、それぞれのお国事情を踏まえ、加盟国では、それ
ぞれ魅力的な省エネ施策・戦略が積極的に展開されています。

ＥＵの省エネ戦略は、２０１０年７月に改定された「欧州連合・建築物のエネ
ルギー性能に関する指令」による「３つの２０」、すなわち２０２０年までに
、温室効果ガス排出量：１９９０年比２０％削減、一次エネルギー量：１９９
０年比２０％削減、再生可能エネルギー利用量：一次エネルギーに占める割合
を２０％（現８．５％）の実現。
それを統一目標としながら、例えば、イギリスでは建築基準法で新築及び増改
築時における住宅・建築物の省エネ措置を義務化し、２００２年からは、断熱
外皮基準ではなく暖房・給湯・照明・換気などを対象とした「年間床面積当た
りＣＯ２排出量」で基準値を定め、２０１０年基準では１９９０年レベルと比
べて約７０％のエネルギー削減を求めております。２０１６年には新築住宅（
家電製品や厨房の一次エネルギーも含む）や学校建築、２０１８年には全ての
公共建築、２０２０年には全ての新築建築物のゼロカーボン化を図ると宣言し
ています。

ドイツも、同じく２００２年から、暖冷房・給湯・換気等などを対象とした「
一次エネルギー」で基準を定め、２０１０年時点では１９９０年比で約７０％
削減を義務付け、さらに一定量の再生可能エネルギー（太陽熱、バイオマス、
地熱等）の導入を課す（それらを導入しない場合は他の省エネ措置の強化を行
う）ことなどを規制しています。
また、規制レベルに対してさらに６０％以上のエネルギー削減を求める
「PASSIVE HAUS(→HAUSとは住宅ではなく全での建築物を含む)基準」を設け、
それらに対して金融支援・国・州単位での建設補助などの各種インセンティブ
を与え、２０２０年までのゼロエミッション化を目指しています。また、ドイ
ツ、オーストリアなどでは、深夜電力などによる蓄熱暖房・給湯機器の使用は
原則禁止、一次エネルギー削減の観点からは、当然のことといえるかもしれま
せん。

こうした規制は、ＥＵ各国で展開されており、そのほかに、既存建築の水準か
らゼロエミッションまでを段階的に設定した省エネラベル制度が定められてい
るのが特徴で、一定規模の建築物や既存住宅の売買に際しては省エネラベルの
表示義務化（見える化の義務化）などが課されています。
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いずれにせよ、規制と将来的ロードマップの提示、そして省エネラベルの表示
義務化とインセンティブなど、それらを両輪とした総力戦が展開されており、
ＥＵ各国の民生用エネルギーは確実に減少傾向になっており、そして世界にお
ける省エネ先進共同体しての省エネ技術の革新と環境ビジネスは活況化してい
ます。

日本も、近く、住宅・非住宅（一般建築）の低炭素化のための具体的ロードマ
ップが国交省などから公開されることになるでしょうが、残念ながら、ＥＵ諸
国に対しては相当、スタートが遅れている感があるのが現状です。

そして北海道は、、、これまで、ややもすると断熱性能の強化ばかりが脚光を
浴び、一次エネルギーの削減には案外、無頓着だったところがあります。それ
では世界に対する競争力は‘もはやなし’、世界に対して、技術国日本、そし
て日本の中で過去に省エネ先進国と言われてきた北海道の名に恥じない存在感
を示していくには、いま、意識改革と将来に向けた具体的なロードマップとビ
ジョンの提示が必要と感じます。

北総研は、北海道として日本の公的研究機関として、多方面の方々と協働し、
喫緊の課題であるわが国の低炭素化の実現と世界に負けない環境産業の育成に
むけて、一層、真剣に取り組む必要がある、先月、ドイツ・オーストリア訪問
から帰国の機上の幾度となく迫り来る睡魔と眠りのはざまで、その想いをさら
に強くした次第です。
今春から独法化２年目になる道総研・北総研、今後ともよろしくお願いいたし
ます。

（建築環境Ｇ　鈴木）

〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓
　　　最近の研究所の動き
〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓

■【「第１４回住居領域学習研修会」を開催しました】

１月７日（金）札幌市内のかでる２・７において、中学・高校の家庭科の先生
を対象とした住まい・まちづくりの体験型授業を提案する「第１４回住居領域
学習研修会」を開催しました。
住まい・環境教育学会と主催しているこの研修会は、８月の釧路での開催に続
き今年度２回目で、全道から３５名の先生が参加しました。

はじめに、高知女子大の宇野教授から授業で活用できる「住まいの環境」にか
かるスライドについての説明を行い、続いて、北広島市の中学校の先生から実
際に行った授業の結果について報告していただきました。

研修会は、北総研が学識者等と開発した住教育プログラムの普及のために毎年
6



道内で開催しているもので、地道な活動ですが着実に先生方の支持を広げてい
ます。

（企画課　古屋）

※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

■【「防災ワンデー」を開催しました】

１月１５日（土）に釧路市生涯学習センターにおいて、防災ワンデー「釧路防
災講演会２０１１」を開催しました。
「防災ワンデー」は、平成５年１月１５日に発生した釧路沖地震を教訓に防災
意識の向上を目指して、毎年、釧路市連合町内会、釧路市連合防災推進協議会
、釧路市家庭防災推進員連絡協議会、ＮＨＫ釧路放送局が開催しているもので
す。今回は、地震から１８年目を記念して、日本建築学会災害委員会及び日本
建築学会北海道支部が主催、当研究所が共催として参画しました。

当日は、建築関係団体や市民の方を中心に、約３００名の来場がありました。
講演会第１部では、秋田県立大学・准教授の渡辺千明氏が「地域の力で身を守
る」、北海道大学・教授の岡田成幸氏が「家庭内で身を守る」と題して講演を
行いました。
第２部では、地震・津波などにより発生する災害を理解し、災害から身を守る
ための方策や知識を学ぶことで防災意識の向上を図り、被害の軽減へつなげる
ことをテーマにパネルディスカッションが開催され、５名のパネリストが参加
し、当研究所性能評価課長の南のコーディネートのもと、釧路沖地震の教訓や
釧路地域で想定される災害、防災の知恵を次世代に繋げる必要性とその方策な
どについて話し合われました。

（性能評価課　南）

※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

■【「道総研ランチタイムセミナー」に参加しました】

１月１７日（月）に道庁１階交流広場において開催された「道総研ランチタイ
ムセミナー　おひるの科学」に参加し、講演を行いました。

１月１７日は、平成７年に発生した阪神・淡路大震災を機に「防災とボランテ
ィアの日」に制定されており、この日に合わせ、「あなたは生き残れるか？～
阪神淡路大震災に学ぶ住まいの防災対策のススメ～」をテーマに性能評価課長
の南が講演を行い、たくさんの市民の方々にご来場いただきました。

講演では、阪神・淡路大震災の被災状況や教訓、住まいでの防災対策のポイン
ト、１００円ショップで揃えることができる防災グッズを紹介したほか、参加
者全員に住宅の簡易耐震診断を行っていただきました。
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北総研では、年１回開催している「地震防災体験学習」やセミナー等を通じて
、防災に関する普及を行っています。
このような取組みを通じて、ご家庭で防災対策を考えるきっかけとなればと考
えています。

（企画課　西川）

※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

■【「北総研意見交換会（網走）」を開催しました】

１月２０日（木）に網走市において、北総研意見交換会を開催しました。

この意見交換会は、研究及び成果の普及、技術開発支援等に関する意見交換を
行いニーズを探ることを目的として開催しているもので、今年度は道内３箇所
での開催を予定しています。

網走の意見交換会では、地域資源を活用した地域の活性化をテーマに、オホー
ツク地域において行われている地域材活用の取組みを東京農業大学教授の黒瀧
氏、美幌町経済部長の平野氏からご紹介いただいた後、地域材を活用した取組
みや公共建築物の木造化を中心に意見交換を行いました。

美幌町で４年目を迎えた地域材を使用した住宅への助成制度に関心が集まり、
出席者からも美幌町に対して質問が出たほか、カラマツ集成材の流通など、各
地域で抱える課題や解決策について意見交換を行いました。

釧路に引き続き２回目の開催となりましたが、両地域において研究情報の発信
に関するご意見をいただきました。
北総研の情報を皆様にお届けできるよう、これまで以上に情報発信を強化して
いきたいと思いますので、ご支援の程よろしくお願いいたします。

（企画課　西川）

※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

■【１月の業務報告】

平成２３年１月の受付件数

□依頼試験（担当：性能評価課）
依頼試験　累計２０２件
設備使用　累計　３１件
性能評価　累計　　４件

□施設見学（担当：企画課）
件数　　　　６件（累計　６９件）
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人数　　１０８名（累計７６７名）

□技術相談（担当：企画課）
件数　　　１５件（累計１２３件）

※累計は、平成２２年４月～平成２３年１月の累計を表示しています。

〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓
　　　北総研からのお知らせ
〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓〓

■【構造計算適合性判定センターから】

□１月の判定業務
受付　　　２２件（２８棟）
結果通知　１７件（３１棟）

１月の判定依頼は、マンション等の共同住宅６件、工場等６件、病院３件の他
、老人福祉施設、児童福祉施設等でした。

総判定日数（受付から結果通知までの期間）の平均は４０．３日、実判定日数
（設計者の修正期間を除く実際の審査期間）の平均は９．０日でした。判定日
数が長めになったのは、年末年始の休日（判定日数に計上されます）の影響が
あったものと思われます。

例年の傾向ですが、この時期から判定依頼件数が増加していきます。迅速な適
合性判定を進めるため、設計者の皆様には、建築確認申請における構造計算書
等の不備や不整合がないか確認されますようよろしくお願いいたします。

（構造判定Ｇ　十河）

※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

■【「研究ニーズ調査」を実施します】

北総研に対する道民・企業等の皆様のニーズ、地域における政策上の課題、複
数の研究分野に関わる分野横断的な試験研究要望などを幅広く把握するための
調査を実施し、これらのニーズを研究、普及、技術支援等の業務に迅速かつ的
確に反映させるため、平成２３年４～５月頃に、研究ニーズ調査の実施を予定
しています。
具体的な実施方法等につきましては、後日改めてお知らせしますので、より多
くのご意見ご要望をお寄せください。

（企画課　小澤）
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※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

【編集後記】　

２月は省エネルギー月間ですので、今号は『環境』をテーマに構成しました。

１月から２月にかけて寒さは一番厳しく、北海道では住宅関連の暖房消費エネ
ルギーやＣＯ２排出量がもっとも多い時期です。
この時期になると、建物の一層の省エネルギー化やエネルギー活用の効率化の
必要性を感じます。

これから、さらに環境保全に向けた取組が求められますので、今後とも北総研
をご活用いただくとともに、北総研の取組に一層のご理解とご協力をお願いい
たします。

（企画課　古屋）

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
　　　管理者からのお知らせ
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

アドレスを登録した覚えのない方は、お手数ですが下記の各種お問い合わせ専
用アドレス宛てにメールにてお知らせください。
登録内容の変更や配信停止は、下記のアドレスをクリックしていただき、ホー
ムページ上で手続きを行ってください。クリックしても正しく表示されない場
合は、アドレスをコピーしてブラウザに貼り付けてご利用ください。
メールアドレスの変更、配信停止の手続きを行ったにもかかわらず、行き違い
により配信される場合がございますので、ご了承ください。

■購読申込・変更・配信停止はこちら
　http://www.nrb.hro.or.jp/provide/sendmail_newsletter.html
変更・配信停止の場合は、ご意見、ご質問欄に「変更」または「配信停止」と
記載してください。

■各種お問い合わせメールフォーム
　http://www.nrb.hro.or.jp/sendmail.html

ご登録いただいた情報は、メールマガジンの配信及びイベント情報の配信を目
的として利用し、それ以外の目的に使用することはありません。

───────────────────────────────────
発行：（地独）北海道立総合研究機構　建築研究本部　北方建築総合研究所
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